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1-9-2. 日印官民合同シンポジウム 

2022年は日印国交樹立70周年の節目の年でもあり、農林水産省は2022年11月24日に日印合

同の「持続可能な食料供給と農業投資シンポジウム」をニューデリー（インド）で開催し

た。（https://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokkyo/food_value_chain/221207.html） 

シンポジウムにおいては、日印両国の政府・産業界・研究機関等の代表者が取組の紹介や

パネルディスカッションなど、両国間での協力関係の強化に向けて様々な議論が交わされ

た。JMF事業においても、GJ州での取り組みの紹介や、参画企業による講演が実施された

他、シンポジウム会場に参画企業各社の資材・製品紹介のパネルを展示し、JMF事業のアピ

ールに努めた。 

 
図 24：（右）JMF事業の紹介、（左）参画企業製品展示パネル 

 

1-10. 今年度の成果および課題 

 今年度のGJ州JMF事業では、雨期が長く続いたり乾期でも低温が続いたりと主に気候変動

によるものと想定される栽培収穫の時期ズレは発生したものの、栽培実証、販売実証ともに

完了することができたと判断している。 

 栽培実証での成果面では、以前から栽培していたトマトだけでなく、今年度初挑戦となっ

たカリフラワーや大根も収穫を迎えることができ、また品質、味も好評であったことから、

栽培可能な品目が増え、SEWAにとってもノウハウが蓄積されたことは大きな成果と言える。

また、参画企業の製品・資材が概ね作物の良好な生育や収量増加に貢献することが定量デー

タとして把握できたことも成果と評価している。 

 販売実証での成果としては、従来のSEWAのアーナンドでの小売や試食イベントではなく、

州都であるアーメダバードで最終消費者への小売が実現でき、現地のローカル品種よりも付

加価値を付けて高値で販売できたことは収穫であった。 

 一方、課題も挙げられる。栽培実証においては、細かな点において日本式の農法がまだ浸

透していないことが散見された。例えば、雑草が繁茂しているにも関わらず除草のオペレー

ションをしない、間引きや摘心・摘葉のノウハウが身に付いておらず実施しない、などであ

る。参画企業の優れた製品や資材を適用する前に、オペレーション面でのトレーニングの必

要性を認識した。 

 また、販売実証での課題としては、前述した通り必ずしも販売件数が伸びず、期待通りと

はいかなかった。一般のインドローカルの方々に対してどう周知しJMF野菜の価値を訴求し

ていくかは次年度以降の課題と言える。 

https://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokkyo/food_value_chain/221207.html
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 ウッタル・プラデシュ州における実証・

普及強化に向けた連携 

2-1. 経緯および調査概要 

農林水産省輸出・国際局新興地域グループは、ウッタル・プラデッシュ州（以下、「UP

州」という。）と締結した農業協力協定（MOC）に基づき、UP州における実証事業を通じ

て、インド農業の付加価値及び生産性の向上に貢献するとともに、農業関連企業（日系）の

ビジネス展開を支援すべく、モデルファームの設置を含む今後の取組方向について、UP州の

関係者と協議し、現地にて調査を実施した。 

 

 これまでの経緯 

2018年10月 農林水産省とUP州政府とのUP州におけるフードバリューチェーン構築に係る

協力覚書締結 

2021年1月 農林水産省とUP州政府との間で農業協力協定（MOC）を締結 

州立カーンプル農業技術大学の実験圃場にモデルファームを設置する方向で

検討を開始 

新型コロナウイルス感染症の影響により、具体的な検討が中断 

（農業者組織（FPO等）を対象としたオンラインセミナーを実施し、技術・

製品のPRは継続） 

 

 調査日程 

2023年1月20日  州立カーンプル農業技術大学および実験圃場の視察 

UP州政府関係者との協議 

 

2-1. CSAU大学訪問 

UP州立カーンプル農業技術大学（Chandra Shekhar Azad University of Agriculture and 

Technology, Kanpur、以下「CSAU」という。)に訪問して、今後の実証事業方針について協

議した。 

 

 協議内容 

CSAUからシン副学長ほか関係教授等及びUP州政府担当官が出席し、UP州政府とのMOCに基づ

き、モデルファームの設置を含む実証事業の方向性について意見交換を実施。双方の役割分

担や費用等、実証の具体的内容について明確化すべく、検討プロセスを進めていくことで合

意した。 
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図 25：CSAUとの協議の様子（農林水産省撮影） 

 

 CSAU実験圃場視察 

大学から実験圃場までは車で約10分程度。ただし、今回訪問した圃場以外にも大学近郊に複

数の実験圃場がある。露地栽培圃場のほか、温室や点滴灌漑施設等多様な栽培実験施設を活

用した研究・分析を実施しており、実証に際しての管理・分析体制が充実し、多岐に渡る農

業生産技術関連の実証が可能である。 
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図 26：CSAU実験圃場の様子（農林水産省撮影） 

 

 CSAUの沿革と概要（CSAUウェブサイトより（https://csauk.ac.in/general-info/）） 

1893年  政府担当官の訓練学校としてカーンプル市内に開設 

1906年  政府農業大学に昇格 

1969年  UP州立農業科学研究院設立 

1975年  2つの大学（農業大学と獣医畜産大学）の合併により設立 

インドにおける農業研究の最高機関の一つであり、農業、林業、園芸、家政、工業、酪農、

水産とラキームプル地区農業カレッジの8つのカレッジで構成されている。 

 

2-2. 州政府関係者面会 

CSAU訪問後、UP州政府関係者（デヴェシュ州主席次官他）と意見交換し、以下の点で合意

形成した。 

 

 合意事項 

 MOC締結の意義を再確認し、実証事業の検討を促進することで合意した。 

 CSAUへのモデルファーム設置に向けてUP州政府の協力を確認した。 

 UP州政府による農業政策（補助金交付要件等）との連携を確認した。 

 

 また、この協議においては、モデルファーム事業にとどまらず、日本の農業関連企業の投

資促進等、農業分野での幅広い協力関係の展開について期待が示された。 

https://csauk.ac.in/general-info/
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図 27：UP州政府関係者との協議（農林水産省撮影） 

 

2-3. 今後の取り組み方針 

上記調査、UP州関係者との協議の結果、農林水産省としては以下の方針で、日系企業への

参画を呼び掛けながら実証事業を次年度以降推進していく。 

 

 今後の取り組み方針 

 モデルファーム事業の立ち上げに向け、具体的な検討事項（スケジュール、費用、規模

等）を調整するため、今後、オンライン会議や現地調査を行いCASUとの協議を実施。 

 

 調整に当たっては、UP州政府と連携した取組であることを重視し、実証成果を州政府の

農業政策（補助金スキーム）に組み込むことを出口に設定。 

 

 技術・製品の普及の主体となる農業者組織（FPO等）との関係構築にも留意し、実証圃

場での視察・研修や意見交換、情報公開の機会を積極的に設ける。 

 

 CSAUが有する機能（設備、人材）を活用することで、より高度な試験設計やデータ収集

が可能である点を活かした取組とする。 

 

 CSAUからは、デジタル農業、太陽光発電等の持続可能性等につながる新技術に対しても

関心が表明されている。 
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図 28：UP州モデルファーム事業想定スキーム 

 

 事業報告会開催 

今年度の本事業の成果報告および意見交換を目的として、2023年2月14日に農林水産省本

省にて報告会を開催した。対面とオンラインを併用した形での開催となり、JMF事業への参

画企業やインドへの進出に関心を持つ企業など、30社近くにご出席を頂いた。 

会議においては、本報告書に記載されているGJ州JMF事業の成果報告およびUP州現地調査

報告に加え、国際農業開発基金（IFAD）および国際協力機構（JICA）におけるインドでの取

り組みや民間企業への支援メニューに関する説明も実施して頂いた。 

特に、GJ州JMF事業に関しては、SEWAのマネージャーや現地圃場リーダーも来日して農林

水産省で参加することができ、これまでのJMF事業についてのスピーチもあった。また、今

回の会議参加での来日期間中には、自動操舵トラクターのデモやJICAつくば圃場の視察、イ

ンド食材輸入業者との面談やインド人農業技能実習生が勤務する農場視察など、日本の農業

関連施設の訪問も実施した。 

日系企業にとっても次年度以降の農林水産省のインドへの取り組みや他機関の事業内容に

対する理解を深める良い機会になったものと認識している。 
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図 29：事業報告会次第 

 

 
図 30：事業報告会参加者名簿 
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図 31：事業報告会の様子 
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図 32：IFAD説明資料 
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図 33：JICA説明資料 
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Appendix 

 GJ州モデルファーム栽培記録 

＜栽培記録：トマト、カリフラワー＞ 

日付 活動内容 写真 

7月27日 圃場確認。参画企業サンプルの棚卸

し確認。圃場現況も確認。 

 

8月25日 耕うん開始。窒素を多くふくむ雑草

をわざと繁茂させて、耕うんの際に

土壌に雑草を巻き込むことで、土壌

の窒素要素を増やした。 

 

 

9月3日 ナーサリー（苗床）整備開始。カリ

フラワー向けにナーサリーベッドを

設営。ベッドへカリフラワーの種子

を播種して、1カ月から45日を目安

に育成して、圃場へ移植する。 
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9月7日 カリフラワーの芽吹きが見られるよ

うになる。 

 

9月20日 苗床の発芽率が芳しくないので、苗

床を再度設計し直して、カリフラワ

ーを種蒔き。 

 

発芽率が芳しくない理由としては、

モンスーンの時期ずれによる大雨の

影響であり、苗床に水がたまり、種

子が育たなかったからである。 

 

9月20日 トマトの苗床を設営。種蒔き。 

 

9月23日 カリフラワーの芽吹きが見られる。 
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9月24日 カリフラワーの発芽率が改善。

10月1日 トマトの発芽率は好調。

10月6日 カリフラワーの苗床では成長が順調

であり、発芽率も高くなっている。
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10月14日 カリフラワーの成長は順調で、草丈

も伸びてきている。

10月14日 トマトの成長も順調で、草丈も伸び

ている。

10月15日 太陽インディアによる、太陽の耕う

ん爪を装着したロータリー実演。 

10月29日 定植直前のカリフラワーの苗床。 




